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１．はじめに 

仙台市の下水道整備は明治 32 年に始まり，今年

で 114 年目にあたる．平成 20 年度末には汚水管の

整備がほぼ終了し，農業集落排水や合併浄化槽を

含めた汚水処理施設の人口普及率は 99.5%となっ

ている． 

平成 23 年度末現在，本市の管渠延長は約

4,600km に達している．このうち，管渠の標準的な耐

用年数である 50 年を超過している管渠延長は約

160km であるが，今後，高度経済成長期に整備され

た管渠が続々と耐用年数を迎えることから，20 年後

にはその延長が約 1,600km にも達することになる

（図－１）．よって，今後はこの膨大な施設をいかに

効率よく健全に維持管理していくのかが重要である．  
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図－１ 仙台市における管渠の年度別整備延長 

本市では，こうした課題に立ち向かうため，平成

20 年度にアセットマネジメント（以下，AM）導入戦略

を策定し，平成 25 年度の AM 本格導入を目指して

現在準備を進めていることろである．その中で，管渠

が老朽化により壊れる「構造的不具合」に対するリス

ク基準の策定と，代表検査により効率的に施設の劣

化を予測するための調査計画を立案した．さらに，こ

れらを基に対策事業の優先順位付けを行う手法を確

立するとともに，GIS を活用した管渠保全計画立案

のためのシステム整備を行った． 

 

２．リスク基準と調査計画 

膨大な管渠の老朽化対策を進めていくにあたり，

その対策の優先度を判断するため，本市 AM では

「リスク」に基づき優先順位付けを行う．JIS Q 0073

の定義によると，リスクとは「目的に対する不確かさの

影響」のことであるから，リスクと目標との間には密接

な関係がある．AM では本市下水道事業の目標とし

て，「市民」「環境」「経営」の 3 つの観点からなる，

「下水道ビジョン」を定めている（図－２）．そこで，リ

スク基準の策定にあたっては，本ビジョンを反映させ

ることとした． 

•下水道サービスの維持向上
•雨に強いまちの実現
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図－２ 仙台市下水道ビジョン 

リスクは図－３に示すように，「影響」と「発生確

率」との積によって表現される．管渠の構造的不具合

に対するリスクは，影響 5段階，発生確率 5段階のリ

スク評価表を用いて評価を行う．リスク評価表は 4 段

階のリスクレベル（High(H)，Medium(M)，Low(L)，

No(N)）に応じて各マスが色分けされており，それぞ

れのリスクレベルに対応する形で，例えば「リスク H

であれば直ちに対策（カメラ調査や工事）を実施す

る」といった対応行動が決められている． 

リスクの影響の評価項目は，ビジョンや現時点に

おける評価の具体性，容易性を考慮して決定した．

各観点に関する評価項目は，市民の観点は，「周辺

人口」「排水能力（雨水）」「埋設箇所の交通量」，環 
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図－３ リスク評価表 
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境の観点は，「環境負荷（計画汚水量）」，経営の観

点は，「破損時の復旧費用」とした． 

発生確率については，不具合の発生する確率を

「○○年以内に発生」という形で定義し，カメラ調査

の結果得られる「不良率」をこの発生確率のランクと

対応させる運用としている．また，カメラ調査を実施し

ていない管渠についても，布設時からの経過年数を

説明変数とする予測式により不良率を算定し，発生

確率を推定することとした．そのために，代表検査に

よる統計的な手法を用いて，経過年数，管種，排水

種別，施工種別，地域等を網羅した形で管渠全体の

劣化傾向を把握することを目的としたカメラ調査を実

施している（表－１）．現在，全体で約 270km の調

査計画のうち半分程度の調査が完了しているところ

であり，現時点では得られたデータを基に管渠の劣

化予測を行うこととしている．今後，残り半分の管渠

調査を進めた上で，予測式の精度向上を図りたいと

考えている． 

表－１ 管渠の網羅的調査 

調 査 延 長 約 270km 

調 査 期 間 平成 22～25 年度 

調 査 費 用 約 4 億円 

 

３．GIS を活用したデータの収集とリスク評価 

管渠台帳は，地図情報に管種，管径などの諸元

情報を持たせ，GIS 上に整備している．一方，管渠

のリスク評価における影響の評価項目は，諸元情報

に加え，周辺人口や交通量といった管渠の付帯情報

によって決まる．そこで今回，リスク評価のために必

要となるデータを GIS 上に取り込み（図－４），管渠 

 

図－４ GIS によるデータ整備例（交通量） 

のスパン単位でのリスク算出を行うシステムを構築し

た．これにより，保有する全管渠について，不具合に

対するリスクの高い施設を地図上で確認することが

可能となる．さらに，更生工事などの保全行為は地

区や路線単位で実施することになるため，本システ

ムではこうした実際の案件設定の作業までをリスクを

確認しながら GIS 上で行えるものとした． 

 

４．保全計画の立案方針 

GIS によるリスク評価システムを活用し，リスクレベ

ルに応じた対応行動による保全計画を立案する．リ

スクは管渠 1 スパン毎に算出されるため，年数の経

過とともに不具合の発生確率が増加し，例えば「リス

クが H となった時点で工事を実施する」といったルー

ルにより，長期的な保全計画の策定と長期費用予測

を行う．図－１で示したとおり，今後はある時期に集

中して急激な改築時期を迎えることとなるため，予算

の制約条件の下，リスクとコストのバランスを図りなが

ら保全計画を立案する． 

保全計画立案時における優先順位付けには，リス

クを中心とした判断基準を用いる．N，L，M，H のリ

スクをさらに点数化し，リスクとコストを考慮しながら事

業の優先度判定を行う．実施により解消されるリスク

が大きく，かつ事業費の小さい案件が最も優先され，

解消されるリスクの小さいものや極端に事業費の大き

い案件の優先順位は低くなるという基準となっており，

効率的な維持管理が可能となる． 

 

５．おわりに 

本市では，平成 25 年度からの AM 本格導入に向

け，管渠のリスク評価基準の策定とデータ収集及び

システムの整備，保全計画立案のための方針を定め

た． 

今後は，現在調査の途上であるカメラ調査の結果

を踏まえた劣化予測の精度向上や，台帳情報の量

や質の向上，リスク基準の見直しなどを行いながら，

最適な維持管理のため改善を進めていきたいと考え

ている． 
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